
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人土木研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事
(寒地土木研究所長）

理事

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

7,083 4,279 2,290 514 (役員特別調整手当) 8月10日 ＊

千円 千円 千円 千円

9,930 7,650 1,362 918 (役員特別調整手当) 8月10日

千円 千円 千円 千円

302 (役員特別調整手当)

117 （寒冷地手当）
175 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,606 9,376 3,586 1,125 (役員特別調整手当) ◇

519 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

13,383 8,704 3,271 1,044 (役員特別調整手当)

364 （通勤手当）
千円 千円 千円 千円

2,960 2,960

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入している。
注２：「役員特別調整手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する
　　　常勤の役員に支給される手当である。
注３：Ａ理事は、札幌市に所在する寒地土木研究所に置かれているため寒冷地手当を支給している。
注４：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注５：「役名」欄のうち、「A理事」は平成20年度分までの公表資料における「理事長代理」である。

注：役名は法律に合わせた表記にしたため、平成20年度分までの公表資料における役名と一部異なる。
　 「理事（寒地土木研究所長）」は平成20年度分までの公表資料における「理事長代理」である。

前職

◇Ａ理事

Ｂ理事

14,195 10,072

法人の長

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

3,529

監事

監事
（非常勤）

①本給月額の改正 ９９１，０００円 → ９８９，０００円
②期末手当の支給割合の改正 １．５０月分 → １．４０月分
③業績手当の支給割合の改正 １．６０月分 → １．５５月分
④役員特別調整手当の支給割合の改正 １０％ → １２％

①本給月額の改正 ８４０，０００円 → ８３８，０００円

②法人の長②に同じ

③法人の長③に同じ

業績手当について、独立行政法人評価委員会における業績評価の結果を勘案のうえ支給
率を決定して手当を支給した。

①本給月額の改正 ７８２，０００円 → ７８０，０００円
②法人の長②に同じ
③法人の長③に同じ

④法人の長④に同じ

①本給月額の改正 ７２６，０００円 → ７２４，０００円
②法人の長②に同じ

③法人の長③に同じ

④法人の長④に同じ

①非常勤役員手当の改正 ２４７，０００円 → ２４６，０００円



３　役員の退職手当の支給状況（平成２２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

20,018 9 5 平成23年8月10日 － ＊

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

千円 年 月

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：「区分」欄のうち、「理事（寒地土木研究所長）」は平成20年度分までの公表資料における「理事長

代理」である。

法人の長

支給額は「暫定的な業績勘案
率(1.0)」をもって算出している
ものであり、独立行政法人評
価委員会が平成２２年度業績
評価後に決定する「業績勘案
率」の結果に基づき、この支給
額との差額を精算することとし
ている。

理事
(寒地土木
研究所長)

該当者なし

摘　　要法人での在職期間

該当者なし

該当者なし

監事

監事
（非常勤)

該当者なし理事



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２２年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

343 42.7 7,030 5,335 95 1,695
人 歳 千円 千円 千円 千円

92 42.8 6,126 4,593 96 1,533
人 歳 千円 千円 千円 千円

251 42.6 7,361 5,607 94 1,754

注）常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

　勤務成績が優れている者の成績率を「特に優秀」又は「優秀」としている。　

　一定の期間を勤務した職員の勤務成績に応じて、昇給区分を決定している。

在外職員

区分

常勤職員

人員 うち賞与平均年齢
平成２２年度の年間給与額（平均）

事務・技術

研究職種

俸　給

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：業績手当

（査定分）

制度の内容

うち所定内総額

中期目標・中期計画に基づき、高度な研究業務の推進のため必要な人材の確保を図りつ
つ、「行政改革の重要方針」(平成１７年１２月２４日閣議決定)を踏まえた人件費削減を実施

独立行政法人通則法第６３条第３項により、法人の業務実績を考慮し、かつ、社会一般の
情勢に適合したものとしていることから、国家公務員の給与水準に準拠して定めている。

職員の勤務成績評価を行い、業績手当の成績率及び査定昇給の実施に反映させている。

一般職の職員の給与に関する法律（給与法）改正に準拠し、次のとおり職員給与規程の

改正を実施
・地域手当の支給割合の改正 つくば １０％ → １２％
・俸給月額の引き下げ（中高齢層に限定 平均改定率△０．１％）
・５５歳を超える職員の俸給月額等の減額支給

俸給月額、地域手当、広域異動手当、研究員調整手当、役職手当、期末手当及び
業績手当から一定率（１．５％）を減額

・期末手当の支給割合の改正
特定管理職員 （２．３５月 → ２．２０月）
一般職員 （２．７５月 → ２．６０月）

任期付研究員 （３．１０月 → ２．９５月）
再雇用職員 （１．５０月 → １．４５月）

・業績手当の支給割合の改正

特定管理職員 （１．８０月 → １．７５月）



人 歳 千円 千円 千円 千円

11 38 6,475 5,130 75 1,345
人 歳 千円 千円 千円 千円

0
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 38 6,475 5,130 75 1,345

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

49 39.5 3,319 2,717 92 602
人 歳 千円 千円 千円 千円

40 38.2 2,584 2,118 106 466
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 45.2 6,586 5,379 25 1,207

事務・技術

事務・技術

研究職種

研究職種

再任用職員

任期付職員

非常勤職員



　② 年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

　　　〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

（事務・技術職員）

注1： ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2： 年齢２４－２７歳の該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

人数以外については記載していない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

本部部長 2 － － － －

本部課長 7 50.2 8,474 8,656 8,945

本部課長補佐 16 48.6 6,595 6,954 7,229

本部係長 40 43.3 5,309 5,953 6,714

本部主任 10 36.7 4,245 4,591 4,780

本部係員 10 30.6 3,576 3,910 4,222

注） 　本部部長の該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、人数以外については記載していない。

（研究職員）

注： 年齢２４－２７歳の該当者が４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
第１・第３四分位については記載していない。

平均年齢人員分布状況を示すグループ 平均
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（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

本部研究部長 12 54.3 11,493 12,071 12,499

本部研究課長 37 48.3 9,795 10,245 10,722

本部主任研究員 77 45.3 7,449 8,026 8,728

本部研究員 69 35.4 4,886 5,133 5,650
注） 　「本部研究課長」が「本部課長」に相当。

③

（事務・技術職員）

区分 計 １０級 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

92 1 0 0 1 7 7 21 43 10 2
（割合） （　　1.1%） （　 　　%） （　 　　%） （　 1.1%） (   7.6%） (   7.6%） （  22.8%） （  46.7%） （  10.9%） （   2.2%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 54 49 33

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40 47 41 30 28
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,809 5,973 5,668 4,643 3,335

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

6,275 5,182 4,437 2,975 2,646
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,977 8,077 7,688 6,248 4,293

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

8,134 6,954 5,929 3,976 3,509
注）  人員が１人または２人の級については、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項について

は記載していない。

（研究職員）

区分 計 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人

251 45 48 44 104 10
（割合） (   17.9%） （  19.1%） （  17.5%） （  41.4%） （    4.0%）

歳 歳 歳 歳 歳

57 59 58 51 32

～ ～ ～ ～ ～

43 38 33 27 24
千円 千円 千円 千円 千円

9,767 7,938 6,214 6,097 3,509

～ ～ ～ ～ ～

6,933 5,688 4,111 2,863 2,079
千円 千円 千円 千円 千円

13,228 10,183 8,142 7,822 4,539

～ ～ ～ ～ ～

9,010 7,431 5,587 3,810 2,728

④
（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

59.1 63.5 61.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.9 36.5 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 53.6～33.6 45.8～31.4 49.9～33.3

％ ％ ％

63.4 67.0 65.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.6 33.0 34.8

％ ％ ％

         最高～最低 44.2～32.6 40.2～29.3 38.5～31.4

年間給与
額(最高～

最低)

上席研究員、

主任研究員
主任研究員

年齢（最高
～最低）

人員

年間給与
額(最高～

最低)

分布状況を示すグループ

人員

部長、参事、
課長

平均

審議役

 職級別在職状況等（平成２３年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）

平均年齢人員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

主事、技師 主事、技師
専門役、副
参事、主査

課長、室長、
副参事

年齢（最高
～最低）

主査、主任
部長、参事、
課長

参事、課長、
室長、副参事

監査役、部
長

所定内給
与年額(最
高～最低)

研究員 研究員
グループ長、
上席研究員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

所定内給
与年額(最
高～最低)

賞与（平成２２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分



（研究職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

62.0 65.1 63.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.0 34.9 36.4

％ ％ ％

         最高～最低 49.1～33.0 46.2～30.1 46.0～31.6

％ ％ ％

63.6 67.5 65.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.4 32.5 34.4

％ ％ ％

         最高～最低 44.0～31.6 38.1～28.6 38.2～31.5

⑤

（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一）） 94.6

対他法人（事務・技術職員） 89.8

（研究職員）

対国家公務員（研究職） 90.7

対他法人（研究職員） 89.8

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ９８．６

参考 学歴勘案　　　　　　 ９４．４

地域・学歴勘案　　　９８．３

○研究職員

地域勘案　　　　　　 １０１．９

参考 学歴勘案　　　　　　　 ９４．０

地域・学歴勘案　　　１０３．１

Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２２年

度）

前年度
（平成２１年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
51,661 （    1.2）

179,583

（　  4.2） 61,974

35,304

退職手当支給額

項目

非常勤役職員等給与

（　 22.1）4,394,881

比較増△減

（ △0.1）

101,870

給与、報酬等支給総額

（    4.3）

（　 19.2）

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　７７％
（国からの財政支出額　９，６４４百万円、支出予算の総額　１２，５４１百万
円：平成22年度予算）

【検証結果】
当研究所の給与制度は国の職員に適用される給与法に準拠して定めてお
り、対国家公務員指数は１００以下であることから給与水準は適正なものと
なっている。

区分

管理
職員

（　 21.2）

（△34.6）

（　 75.3）

内容

106,209

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員)

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

368,409 15,630384,039

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

該当しない
【主務大臣の検証結果】
国家公務員より低い水準であるが、引き続き適正な給与水準の維持が図ら
れるよう取り組む必要がある。

区　　分

418,230

4,339

中期目標期間開始時（平
成１８年度）からの増△減

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

内容

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

該当しない
【主務大臣の検証結果】
国家公務員より低い水準であるが、引き続き適正な給与水準の維持が図ら
れるよう取り組む必要がある。

福利厚生費

指数の状況

対国家公務員　　９４．６

最広義人件費

3,486,403

△ 56,206

609,495

382,926

794,846

指数の状況

△ 3,612

対国家公務員　　９０．７

3,490,015

（　　9.2）

4,343,220



総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

3,708,094 3,670,365 3,624,666 3,510,446 3,426,427 3,387,751

△1.0 △2.2 △5.3 △7.6 △8.6

△1.0 △2.9 △6.0 △5.9 △5.4

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

【主務大臣の検証結果】
　　「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第
　47号）において、平成１８年度以降の５年間で人件費を５％以上削減することとされているとこ
　ろ、当該法人においては既に達成済みであり、適正に取り組んでいる。

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

年　　　度

総人件費改革の取組状況

注３：競争的研究資金又は研究開発独立行政法人の受託研究若しくは共同研究のための民間
      からの外部資金又は国からの委託費及び補助金により雇用される任期付職員、運営費交
      付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題(第三期科学技術基本
      計画 (H18.3.28閣議決定)において指定されている戦略重点科学技術をいう。)に従事する
      者及び若手研究者(平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。)を削減対象人件費
      の範囲から除いているため、Ⅲ表の「給与、報酬等支給総額」と削減対象人件費の金額と
      が異なることとなる。

注４：注３の任期付研究者及び任期付職員の人件費を総人件費改革に係る削減対象人件費の
      範囲から除く前の「給与､報酬等支給総額」（削減対象人件費）は､基準年度（平成17年度）
      3,757,473千円、平成18年度3,725,385千円及び平成19年度3,669,768千円であった。

注１：基準年度（平成17年度）、平成18年度、平成19年度の「給与、報酬等支給総額」について
      は、平成20年4月1日の業務移管に伴う増員分に見合う人件費推計額を加え記載しており、
      平成20年度、平成21年度及び平成22年度については、当該増員分を含んだ実績値であ
　　　る。

給与、報酬等支給総額
（千円）

注２：「人件費削減率(補正値)」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）に
      よる人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。
      なお、平成18年、平成19年、平成20年、平成21年、平成22年の行政職(一)職員の年間平
　　　均給与の増減率はそれぞれ0％、0.7％、0％、▲2.4％、▲1.5％である。

・「給与、報酬等支給総額」が対前年度比△0.1％となっているのは、Ⅱ－１－①「人件費管理の基本方

針」に基づき人件費削減に取り組んだことが主な要因である。

・「最広義人件費」が対前年度比1.2％となっているのは、非常勤職員の採用増による「非常勤役職員等

給与」の増額が主な要因である。

・行革推進法、「行政改革の重要方針」（17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況

独立行政法人土木研究所は、平成１８年４月１日をもって土木研究所と北海道開発土木研究所を統合

し、以下のとおり人件費削減に取り組んでいる。

①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
人件費（退職手当等を除く）については「行政改革の重要方針」を踏まえ、前中期目標期間の最終

年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに国家公務員に準じた人件費削減の取組

みを行う。また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進める。

②中期計画において設定した削減目標､国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
人件費（退職手当等を除く）については「行政改革の重要方針」を踏まえ、前中期目標期間の最終

年度予算を基準として、本中期目標期間の最終年度までに５％以上の削減を行う。但し、今後の人

事院勧告を踏まえた給与改定分及び以下に該当する者に係る人件費については削減対象から除く
こととする。

・競争的資金又は受託研究若しくは共同研究のための民間からの外部資金により雇用される任期

付職員
・国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者
・運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第３期科学技術基

本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従
事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３７歳以下の研究者をいう。）

また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進める。

③人件費削減の取組の進ちょく状況

当年度までの人件費削減率（補正値）は△5.4％となっており、中期計画に定めた目標を上回る削
減を達成した。引き続き人件費削減に取り組む。


